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研究成果の概要（和文）：1990年以降、日本では有力政治家や政党支部による「政治塾」が各地で盛んに開催さ
れている。それらの目的は主に選挙に向けた候補者選出や新しい人材の発掘である。一方、無党派層の女性を主
な対象とした女性議員養成のための「政治塾」が盛んに行われており、実際に地方選挙では、無党派や地域政党
の女性議員数が増加し、女性地方議員増加の下支えをしてきた。
ただし、「政治塾」に関する学術的な研究、調査はほとんど行われておらず、評論家やジャーナリストによる論
考は批判的なものが圧倒的多数を占めている。本研究は、女性の政治参加の観点から、「政治塾」のリクルート
メント過程とその効果を明らかにすることを目指した。

研究成果の概要（英文）：In Japan, "politics schools" have been actively held all over the country by
 influential politicians and political party branches since the 1990s. The purpose of them is mainly
 to train politicians, that is. to select candidates for upcoming elections and to discover new 
candidates, for example women. On the other hand, "politics schools" are also held to train female 
assembly members, mainly targeting independent women. There was an increase in the number of female 
assembly members from independent and local parties in local elections, which supported the increase
 in the total number of female local assembly members. However, there has been little academic 
research or survey on "polilitcs schools" and most articles about the academies are written by 
critics and journalists.This study aims to clarify the recruitment process and effects of "politics 
schools" from the perspective of women's political participation.

研究分野：ジェンダーと政治

キーワード： リクルートメント　地方選挙　ジェンダー
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研究成果の学術的意義や社会的意義
インタビューによる女性候補者育成講座の事例数は限られてはいるものの、講座により参加しやすい工夫や政治
分野における男女共同参画推進法への捉え方などを具体的に聞き出したこと、統一地方選挙のデータ分析から政
党ごとの女性候補者擁立の実態や各政党の女性候補者支援策を分析したことの2点より、現在、日本各地で活動
している女性候補者支援を行っている団体に対して学術的な観点から「政治塾」の効果についての一考察を提示
することができた。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
 
 
１．研究開始当初の背景 
 

1990年以降、日本では有力政治家や政党支部による「政治塾」が各地で盛んに開催されてい
る。それらの目的は主に政治家養成、すなわち直近の選挙に向けた候補者選出や新しい人材の発
掘であり、新しい人材として女性を積極的に掲げるものもある。一方、無党派層の女性を主な対
象とした女性議員養成のための「政治塾」が盛んに行われており、実際に地方選挙では、無党派
や地域政党の女性議員数が増加し、女性地方議員増加の下支えをしてきた。ただし、日本は、女
性の政治参加に関して、世界で最低のレベルにある（列国議会同盟の国別ランキングなど）。「政
治塾」という新たな政治的試みは「アウトサイダー」（Martin 2008）である女性が政治に参入す
るためのルートの一つとなるのか。 
 
 
２．研究の目的 
 
「政治塾」に関する学術的な研究、調査はほとんど行われておらず、評論家やジャーナリストに
よる論考は批判的なものが圧倒的多数を占めている。「政治塾」は、従来の既成政党による候補
者選出とどのように違うのか。どのようにして新しい人材を発掘し、その政治参加を促したのか。 
本研究は、1990年代以降に相次いで開講された「政治塾」に着目し、これまで大規模政党によ
る女性候補擁立の動きが活発ではなかった日本において、「政治塾」という候補者育成の試みが、
女性の政治参加にどのような影響を及ぼすか、について議員リクルートメントの観点から明ら
かにすることを目指す。 
 
 
３．研究の方法 
 
（１）国会議員のリクルートメントを分析する場合、政治システム(Political System)、リクルー
トメント構造(Recruitment Structure)、リクルートメント過程(Recruitment Process)の 3つの
レベルがある（図 1、Matland 2005, p. 94）。政治システムとは、どの国にも存在するリクルー
トメントの一般的な文脈として設定されるもので、法制度や選挙制度などが含まれる
(Norris1996)。リクルートメント構造とは、政治システムの中の候補者となる際の一定の手続き
や規則、慣習のことを指し、政党が主要な門番(Gatekeeper)であるとされている(同上)。そのよ
うなリクルートメント構造のさらに下のレベルとして、リクルートメント過程があり、政治シス
テム、リクルートメント構造のそれぞれから影響を受けながら具体的な候補者選考が行われて
いる。Norris のリクルートメントモデルを基に各国のリクルートメント過程を比較・分析を行
ったMatland(2005)は、リクルートメント過程について、立候補の資格を持つ人（適格者）から、
立候補を熱望する人（熱望者）、候補者、議員へと人数が絞り込まれていくと説明し、女性が議
員となるために乗り越えるべき 3 つの重要な段階があると指摘する。第一に、自分を候補者と
して選ぶこと(Selecting Yourself)、第二に、政党から候補者として選ばれること(Being Selected 
by the Party)、第三に、選挙で有権者に選ばれること(Getting Selected)の 3 つである。
Matland(2005)によれば、女性は各段階で障害に直面することで議会進出が阻まれている。 
 
（２）本研究は、女性候補者が少ないという日本の現状から特に第一、第二の障壁を取り上げ、
1990年以降に設立された「政治塾」が女性の直面するリクルートメント過程での障壁をいかに
緩和するかという観点から「政治塾」の実態について、文献調査（統一地方選挙の結果の収集と
分析、国内外の資料収集など）ならびに質的調査（半構造化インタビュー）を行った。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



図 1 議員リクルートメント過程モデル 
 
４．研究成果 
 
（１）（統一地方選挙の結果の収集と分析）本研究 2 年目の 2019 年および最終年度の 2023 年
度の統一地方選挙の実施について、道府県議会議員選挙のデータの収集および性別・党派別・新
現元別・選挙区定数別等の分析、2015年統一地方選挙のデータ比較などを行い以下の成果を得
た。①新人の女性候補者で特に無所属の数・割合が増加傾向にあること、②2023 年統一地方選
挙で女性候補者・当選者の数や割合は過去最高を記録したものの、政党ごとに女性候補者擁立の
状況や女性候補者支援策が大きく異なること、③道府県議会議員選挙の新人女性候補者の経歴
として議員や首長などの政治家経験を持つ人の割合が増加していることなどを明らかにした。
これらの研究成果は国内外の学会での報告、論文等で発信した。 
 
（２）（インタビューの実施と分析）本研究 2年目に実施した女性候補者支援を実施する団体へ
のインタビュー調査（半構造化）を分析・考察した。主な質問項目は設立の経緯や受講者の属性、
カリキュラムの概要、卒業生のその後の動向などである。講座により参加しやすい工夫や政治分
野における男女共同参画推進法への捉え方などを明らかにした。これらの研究成果は国内外の
学会での報告、論文等で発信した。 
 
（３）（資料収集）統一地方選挙に向けて候補者支援・擁立を目指すグループに関する文献を収
集した。特に、2023年 4月実施の統一地方選挙については、20、30歳代を中心とした女性候補
者支援の動きに関する情報を収集した。 
 
＜引用文献＞ 
Martin, S. L. “Keeping Women in Their Place: Penetrating Male-Dominated Urban and Rural 
Assemblies.” Democratic Reform in Japan: Assessing the Impact. (Lynne Rienner Publishers, 2008). 
125-149. 
Matland, R. “Enhancing Women’s Political Participation: Legislative Rectruitment and 
Electoral Systems” in Women’s in Parliament: Beyond Numbers (A Revised Edition). (IDEA, 
2005)  pp. 93-111. 
Norris, P. “Legislative Recruitment.” Comparing Democracies. (SAGE, 1996). pp. 184-215. 
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